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●

分野 施策 手段 再掲元 重点 

行政機能・情報

通信・防災教育 

老朽化対策 

公共施設の管

理 

・「住田町公共施設等総合管理

計画」に基づく「個別施設計画」

にて解体や建て替えの方針を

明確化する。 

・建て替えについては防災マッ

プの情報と照らし合わせて検

討する。 

 重 

学校施設等の

計画的な施設

更新整備 

・計画的な改修・更新を進める。  重 

社会教育施設

等の計画的な

施設更新整備 

・計画的な改修・設備更新を進

める。 

  

産業 

老朽化対策 

観光施設の計

画的な施設更

新整備 

・計画的な改修・設備更新を進

める。 

・避難所に準じた機能確保・強

化を行う。 

・避難誘導サインの設置や災害

情報の多言語化を進める。 

  

住宅・都市 

老朽化対策 

木造住宅の耐

震化 

・適切な情報提供に努め、住宅・

建築物安全ストック形成事業

を推進する。 

  

住宅・都市 

人口減少・少子

高齢化対策 

空き家対策の

推進 

・特定空き家認定及び空き家バ

ンクや空き家改修の推進等、総

合的な空き家対策を進める。 

 重 

官民連携 施設における

避難訓練の実

施 

・一般来場者を含めた避難訓練

を継続的に実施する。 

  

 

保健医療・福祉 

老朽化対策 

 

福祉施設等の

防災・減災対

策 

・福祉施設の適切な防災・減災

対策を指導する。 

・福祉施設の防災・減災対策に

対し、必要な支援を行う。 

  

住宅・都市 

 

 

狭あい道路の

解消等による

都市機能の強

化 

・狭あい道路の解消に向けた取

り組みを進める。 

  



電柱等の倒壊

防止 

・既存電柱の倒壊防止対策を進

める。 

  

住宅・都市 

老朽化対策 

 

公園の計画的

修繕 

・公園利用者の安全確保に配慮

しつつ、計画的に修繕等を進め

る。 

  

公営住宅の老

朽化対策 

・適切な維持管理を行う。 

・長寿命化計画に基づき計画的

な建て替えを検討し、公営住宅

等整備事業を推進する。 

  

国土保全・交通 

老朽化対策 

道路・橋梁の

計画的な管理 

・計画的な補修・整備を進める。 

・適切な維持管理を行う。 

 重 

 

分野 施策 手段 再掲元 重点 

産業 農地の保全 ・農地保全を図るとともに遊休

農地（耕作放棄地）の解消を進

める。 

  

国土保全・交通 堆積土砂浚渫 ・河川の浚渫を実施する。 

・実施について管理者に要望す

る。 

  

県管理河川改

修の促進 

・早期の事業完了を県に働きか

ける。 

 重 

国土保全・交通 

リスクコミュ

ニケーション 

防災マップの

活用 

・適切な土地利用の誘導を行

う。 

・防災マップを活用し、危険個

所の周知や避難訓練を実施す

る。 

 重 

 

分野 施策 手段 再掲元 重点 

行政機能・情報

発信・防災教育 

老朽化対策 

公共施設の管

理 

・「住田町公共施設等総合管理

計画」に基づく「個別施設計画」

にて解体や建て替えの方針を

明確化する。 

・建て替えについては防災マッ

プの情報と照らし合わせて検

討する。 

1-1 

 

重 

産業 森林の公益的

機能の維持・

増進 

・土砂崩れ等の危険個所につい

ては、治山事業による災害防止

措置を講じる。 

・林野火災予防思想の普及啓発

  



を図る。 

・消火資機材の整備や消防訓練

等により消火体制を強化する。 

国土保全・交通 土砂災害対策

の推進 

・国や県と連携し、地すべり防

止対策や土石流対策等を促進

する。 

・整備した防災インフラの適正

な管理を行う。 

・各種条例や規則の適切な運用

や、計画に基づく土地の利用を

進める。 

  

国土保全・交通 

リスクコミュ

ニケーション 

防災マップの

活用 

・適切な土地利用の誘導を行

う。 

・防災マップを活用し、危険個

所の把握や避難訓練を実施す

る。 

1-2 重 

 

分野 施策 手段 再掲元 重点 

行政機能・情報

通信・防災教育 

リスクコミュ

ニケーション 

官民連携 

関係機関との

連携強化 

・関係機関との連携強化を図

る。 

・地域住民や自治会等との協

力体制の整備を進める。 

  

連絡体制の強

化 

・孤立の恐れがある地域との

連絡体制を強化する。 

・事前に世帯状況を把握した

避難訓練等を実施する。 

・関係団体等と連絡体制を強

化する。 

  

国土保全・交通 

官民連携 

除雪体制の強

化 

・民間事業者・住民と協力し、

体制強化を図る。 

・除雪機械の計画的な更新を

進める。 

 重 

 

分野 施策 手段 再掲元 重点 

保健・医療・福

祉 

リスクコミュ

避難困難者へ

の対応強化 

・高齢者、障がい者、難病患

者、外国人等、これまで以上

に要支援者対策を強化する。 

  



ニケーション 

 

地域支援体制

の強化 

・避難行動要支援者の避難行

動支援体制を整える。 

・福祉避難所の円滑な受入れ

体制を構築する。 

  

避難行動要支

援者避難行動

支援プランの

推進 

・制度の周知・啓発に努める。 

・実施体制について、支援関

係者と連携して強化する。 

  

行政機能・情報

発信・防災教育 

 

情報伝達手段

の整備 

・多様な情報伝達手段を確保

する。 

・防災行政無線による情報伝

達体制を整備及び維持管理す

る。 

 重 

 

通信事業者と

の連携 

・情報通信基盤を迅速に復旧

する体制を整備する。 

  

行政機能・情報

発信・防災教育 

リスクコミュ

ニケーション 

避難訓練の実

施 

・防災知識の普及啓発及び防

災意識を高めるため、防災訓

練等に取り組む。 

  

行政機能・情報

発信・防災教育 

官民連携 

防災教育の推

進 

・学校・家庭・地域などが連

携した防災教育を進める。 

  

人材育成 防災士や地域

のリーダーの

養成 

・研修会、講習会等の開催等

を通じて、リーダーの育成に

努める。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



分野 施策 手段 再掲元 重点 

行政機能・情報

通信・防災教育 

避難所の備蓄・

設備強化 

・備蓄食料や衛生用品等を計

画的に備蓄する。 

  重 

行政機能・情報

通信・防災教育 

リスクコミュ

ニケーション 

災害時応援協

定等の締結 

・連携強化に努め、対応力の

向上を図る。 

  

物資調達協定

等の締結 

・事業者との協定を進める。   

行政機能・情報

通信・防災教育 

老朽化対策 

避難所の維持

管理 

・計画的な維持修繕を行う。   

簡易水道施設

の適切な管理 

・適切な維持管理を行う。 

・計画的に更新する。 

・給水タンクや非常用給水袋

を備蓄する。 

 重 

 

国土保全・交通 幹線道路整備

の促進 

・計画的な整備を進める。 

・道路構造物、電柱等につい

ても、災害時に物流を妨げな

いよう配慮し整備を進める。 

  

国土保全・交通 

老朽化対策 

 

道路・橋梁の計

画的な管理 

・計画的な補修改修を進め

る。 

・適切な維持管理を行う。 

1-1 重 

 

道路や橋梁の

計画的整備及

び改修 

・優先度の高い事業個所の道

路整備、改良を行う。 

・効率的な橋梁の維持補修を

行う。 

 重 

 

分野 施策 手段 再掲元 重点 

行政機能・情報

通信・防災教育 

避難所の備蓄・

設備強化 

・備蓄食料や衛生用品等を計

画的に備蓄する。 

2-1 

 

 重 

行政機能・情報

通信・防災教育 

リスクコミュ

ニケーション 

避難場所の確

保 

・地域内に安全な場所や家を

予め定め、避難場所を確保す

る。 

  

ヘリ発着所の

確保 

・ヘリコプターによる救助に

備え、発着場所の確保を進め

る。 

  



行政機能・情報

発信・防災教育 

リスクコミュ

ニケーション 

官民連携 

連絡体制の強

化 

・孤立の恐れがある地域の連

絡体制を強化する。 

・事前に世帯状況を把握した

避難訓練等を実施する。 

・関係団体等と連絡体制を強

化する。 

1-4 

 

 

国土保全・交通 

老朽化対策 

道路・橋梁の計

画的な管理 

・計画的な補修改修を進め

る。 

・適切な維持管理を行う。 

1-1 

 

重 

道路や橋梁の

計画的整備及

び改修 

・優先度の高い事業個所の道

路整備、改良を行う。 

・効率的な橋梁の維持補修を

行う。 

2-1 

 

重 

 

分野 施策 手段 再掲元 重点 

保健医療・福祉 広域医療体制

の構築 

・連携強化により救急医療体

制の充実を図る。 

  

保健・医療・福

祉の連携強化 

・保健・医療・福祉の関係機

関が平時から情報共有を図

る。 

 重 

都市機能寸断

時のバックア

ップ体制構築 

・電気・水道・通信等の都市

機能が寸断したケースを想定

し、医療体制を構築する。 

  

生涯を通じた

健康づくりの

推進 

・生涯を通じた健康づくりの

推進に向け、健康診断受診率

の向上を図り、適切な保健指

導の充実に努める。 

  

こころの健康

づくりの推進 

・人材育成やボランティア団

体の活動支援により、相談体

制を充実する。 

  

男女共同参画

に配慮した支

援 

・性別の違いを認識し、お互

いを尊重する意識啓発に取り

組む。 

  

保健医療・福祉 

リスクコミュ

ニケーション 

医療体制の強

化 

・災害時における医療体制の

充実を図る。 

  

行政機能・情報

通信・防災教育 

リスクコミュ

消防・救急体制

の強化 

・医療機関等も含めた消防・

救急・救助の体制整備を図る。 

・消防車両をはじめとした消

 重 



ニケーション 防設備・施設を計画的に更新

する。 

人材育成 

官民連携 

地域防災力の

強化 

・消防団員の確保に努める。 

・自主防災組織等、地域住民

の協力により、防災力強化に

取り組む。 

 重 

行政機能・情報

通信・防災教育 

官民連携 

応急手当講習

会等の開催 

・講習会等の開催により、普

及・啓発に取り組む。 

  

国土保全・交通 

リスクコミュ

ニケーション 

交通ネットワ

ークの形成 

・支援ルートの確保ととも

に、町民の移動手段・物資を

輸送する交通ネットワークを

整備する。 

 重 

国土保全・交通 

老朽化対策 

道路・橋梁の計

画的な管理 

・計画的な補修改修を進め

る。 

・適切な維持管理を行う。 

1-1 

 

重 

道路や橋梁の

計画的整備及

び改修 

・優先度の高い事業個所の道

路整備、改良を行う。 

・効率的な橋梁の維持補修を

行う。 

2-1 

 

重 

 

分野 施策 手段 再掲元 重点 

保健医療・福祉 

 

保健師等によ

る健康・管理の

強化 

・避難者の不安を軽減できる

よう県健康管理マニュアルに

沿った健康管理に努める。 

・手洗い等衛生管理の普及啓

発とともに、消毒液など衛生

資材を確保する。 

  

感染症予防の

強化 

・関係機関と連携し、必要な

措置を講じる。 

・健康管理に関し町民に適切

な情報提供を行う。 

  

行政機能・情報

通信・防災教育 

リスクコミュ

ニケーション 

廃棄物の処理

体制の整備 

・組合や民間事業者とも連携

して処理体制を構築する。 

  

行政機能・情報

通信・防災教育 

老朽化対策 

簡易水道施設

の適切な管理 

・適切な維持管理を行う。 

・計画的に更新する。 

・給水タンクや非常用給水袋

を備蓄する。 

2-1 

 

重 

 



 下水道施設の

適切な管理 

・施設の更新や修繕・耐震化、

について計画的に進める。 

 重 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



分野 施策 手段 再掲元 重点 

行政機能・情報

通信・防災教育 

 

 

 

 

 

 

 

庁舎の機能強

化 

・適切な維持管理を行う。 

・非常用発電設備の整備、情

報収集・発信手段の多様化等、

災害拠点としての機能強化を

図る。 

 重 

業務継続計画

の定期更新と

継続訓練の実

施 

・業務継続計画を定期的に更

新する。 

・業務継続計画に基づいた訓

練を実施する。 

  

住民データの

保全 

・住民データを迅速に復旧す

る体制の整備を図る。 

  

人口減少・少子

高齢化対策 

協働による地

域づくりの推

進 

・町民等の参画による効果的

で持続可能な地域づくりを進

める。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



分野 施策 手段 再掲元 重点 

行政機能・情報

通信・防災教育 

リスクコミュ

ニケーション 

災害時応援協

定等の締結 

・連携強化に努め、対応力の

向上を図る。 

2-1 

 

 

行政機能・情報

発信・防災教育 

リスクコミュ

ニケーション 

官民連携 

連絡体制の強

化 

・孤立の恐れがある地域との

連絡体制を強化する。 

・事前に世帯状況を把握した

避難訓練等を実施する。 

・関係団体等と連絡体制を強

化する。 

1-4  

 

分野 施策 手段 再掲元 重点 

行政機能・情報

発信・防災教育 

防災行政無線

の整備 

・老朽化に伴う設備の更新を

行う。 

  

車両による伝

達手段の確保 

・広報可能な車両を複数台維

持管理する。 

  

 

分野 施策 手段 再掲元 重点 

行政機能・情報

発信・防災教育 

 

情報伝達手段

の整備 

・多様な情報伝達手段を確保

する。 

・防災行政無線による情報伝

達体制を整備及び維持管理す

る。 

1-5 重 

 

通信事業者と

の連携 

・情報通信基盤を迅速に復旧

する体制を整備する。 

1-5  

 

 

 

 

 

 



  

分野 施策 手段 再掲元 重点 

国土保全・交通 

老朽化対策 

道路・橋梁の計

画的な管理 

・計画的な補修改修を進め

る。 

・適切な維持管理を行う。 

1-1 

 

重 

産業 

人材育成 

企業の業務継

続計画の策定

支援・普及啓発 

・業務継続計画の策定支援や

普及啓発を行う。 

・経営の継続性の確保と、人

材育成を通じた産業の体質強

化を推進する 

  

産業 省エネルギー・

再生可能エネ

ルギー利用推

進 

・エネルギーコストの削減や

環境負荷の低減を図る。 

・再生可能エネルギーによる

各種設備の普及を図る。 

・林地残材をエネルギー資源

として利用するシステムを構

築する。 

  

 

分野 施策 手段 再掲元 重点 

国土保全・交通 

老朽化対策 

道路・橋梁の計

画的な管理 

・計画的な補修改修を進め

る。 

・適切な維持管理を行う。 

1-1 

 

重 

道路や橋梁の

計画的整備及

び改修 

・優先度の高い事業個所の道

路整備、改良を行う。 

・効率的な橋梁の維持補修を

行う。 

2-1 

 

重 

産業 農業用施設の

早期復旧 

・農地や農業水利施設等の保

全管理を行う。 

・農業用施設の維持・改修に

より、長寿命化を図る。 

  

農地の保全 ・農地保全を図るとともに遊

休農地（耕作放棄地）の解消

を進める。 

1-2  

農畜産物の安

定生産 

 

・施設・設備の導入支援や生

産技術の向上を図り、生産の

維持・拡大を進める。 

 重 

 

 



分野 施策 手段 再掲元 重点 

行政機能・情報

通信・防災教育 

リスクコミュ

ニケーション 

官民連携 

関係機関との

連携強化 

・関係機関との連携強化を図

る。 

・地域住民や自治会等との協

力体制の整備を進める。 

1-4  

産業 省エネルギー・

再生可能エネ

ルギー利用推

進 

・エネルギーコストの削減や

環境負荷の低減を図る。 

・再生可能エネルギーによる

各種設備の普及を図る。 

・林地残材をエネルギー資源

として利用するシステムを構

築する。 

5-1  

 

分野 施策 手段 再掲元 重点 

行政機能・情報

通信・防災教育 

老朽化対策 

 

 

簡易水道施設

の適切な管理 

・適切な維持管理を行う。 

・計画的に更新する。 

・給水タンクや非常用給水袋

を備蓄する。 

2-1 

 

重 

 

下水道施設の

適切な管理 

・施設の更新や修繕・耐震化、

について計画的に進める。 

2-4 重 

 

分野 施策 手段 再掲元 重点 

国土保全・交通 

リスクコミュ

ニケーション 

交通ネットワ

ークの形成 

・支援ルートの確保ととも

に、町民の移動手段・物資を

輸送する交通ネットワークを

整備する。 

2-3 重 

国土保全・交通 

老朽化対策 

道路・橋梁の計

画的な管理 

・計画的な補修改修を進め

る。 

・適切な維持管理を行う。 

1-1 

 

重 

道路や橋梁の

計画的整備及

び改修 

・優先度の高い事業個所の道

路整備、改良を行う。 

・効率的な橋梁の維持補修を

行う。 

2-1 重 

 



分野 施策 手段 再掲元 重点 

産業 森林の公益的

機能の維持・増

進 

・土砂崩れ等の危険個所につ

いては、治山事業による災害

防止措置を講じる。 

・林野火災予防思想の普及啓

発を図る。 

・消火資機材の整備や消防訓

練等により消火体制を強化す

る。 

1-3  

国土保全・交通 土砂災害対策

の推進 

・国や県と連携し、地すべり

防止対策や土石流対策等を促

進する。 

・整備した防災インフラの適

正な管理を行う。 

・各種条例や規則の適切な運

用や、計画に基づく土地の利

用を進める。 

1-3  

国土保全・交通 

リスクコミュ

ニケーション 

防災マップの

活用 

・適切な土地利用の誘導を行

う。 

・防災マップを活用し、危険

個所の把握や避難訓練を実施

する。 

1-2 重 

 

 

分野 施策 手段 再掲元 重点 

産業 農地の保全 ・農地保全を図るとともに遊

休農地（耕作放棄地）の解消

を進める。 

1-2  

森林の公益的

機能の維持・増

進 

・土砂崩れ等の危険個所につ

いては、治山事業による災害

防止措置を講じる。 

・林野火災予防思想の普及啓

発を図る。 

・消火資機材の整備や消防訓

練等により消火体制を強化す

る。 

1-3  



産業 

人材育成 

農業者の育成

と経営安定化 

・就農支援や就農希望者の受

入れ態勢を整備する。 

・集落営農の組織化や法人化

を推進する。 

・地域の中心経営体を育成す

る。 

  

鳥獣被害対策

の推進 

・防除対策、環境整備対策、

捕獲対策の３つの取り組みを

複合的に進めていく。 

・狩猟者の担い手確保対策を

実施する。 

  

国土保全・交通 土砂災害対策

の推進 

・国や県と連携し、地すべり

防止対策や土石流対策等を促

進する。 

・整備した防災インフラの適

正な管理を行う。 

・各種条例や規則の適切な運

用や、計画に基づく土地の利

用を進める。 

1-3  

 

分野 施策 手段 再掲元 重点 

産業 農畜産物の販

売 

・消費者、流通関係者へ情報

を発信する。 

・観光業など他産業と連携し

ながら販路を拡充する。 

  

農畜産物の６

次産業化 

・多様な経営体を育成・支援

する。 

・生産、加工、販売の連携体

制を構築し地域資源の活用を

促進する。 

  

行政機能・情報

発信・防災教育 

各種情報の的

確な発信 

・多様なメディアを活用した

正確な情報発信を強化する。 

・Wi-Fi 環境の拡充を図り、

的確な情報発信体制を整え

る。 

  

 

 

 

 



分野 施策 手段 再掲元 重点 

行政機能・情報

通信・防災教育 

リスクコミュ

ニケーション 

災害廃棄物処

理計画の策定 

・速やかに災害廃棄物を処理

するための具体的な処理体制

を定める災害廃棄物処理計画

を策定する 

  

廃棄物の処理

体制の整備 

・組合や民間事業者とも連携

して処理体制を構築する。 

2-4  

 

分野 施策 手段 再掲元 重点 

リスクコミュ

ニケーション 

ボランティア・

ＮＰＯ活動の

支援 

・ボランティア団体やＮＰＯ

法人の活動を支援する。 

  

保育所の業務

の継続 

・業務継続計画を策定し業務

体制を構築する。 

  

国土保全・交通 

老朽化対策 

道路・橋梁の計

画的な管理 

・計画的な補修改修を進め

る。 

・適切な維持管理を行う。 

1-1 

 

重 

道路や橋梁の

計画的整備及

び改修 

・優先度の高い事業個所の道

路整備、改良を行う。 

・効率的な橋梁の維持補修を

行う。 

2-1 

 

重 

 

分野 施策 手段 再掲元 重点 

行政機能・情報

通信・防災教育 

生きる力を育

む教育の充実 

・規範意識や地域への愛着を

活かし、地域と関わっていく

児童生徒を育成する。 

  

芸術文化の振

興とスポーツ

の推進 

・人との交流の機会となる、

芸術・文化・スポーツの振興

を進める。 

  

行政機能・情報

通信・防災教育 

リスクコミュ

ニケーション 

コミュニティ

活動の活性化 

・特色ある地域づくりの取り

組みを進める。 

・地域課題の解決に向けた取

り組みを支援する。 

  

人口減少・少子

高齢化対策 

協働による地

域づくりの推

進 

・町民等の参画による効果的

で持続可能な地域づくりを進

める。 

3-1  



人口減少・少子

高齢化対策 

人材育成 

移住促進と関

係人口拡大 

・町外からの転入者の増加に

努める。 

・地域の担い手となる新たな

人材を創出・育成する必要が

ある。 

 重 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 









 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



施策 現状 手段 指標 

現状（R2末時点）→

目標値（R6 末時点） 

備考 

公共施設の管理 老朽化の度合

いに応じて維

持修繕や更新

に 取 組 な が

ら、必要な規

模を見極める

必要がある。 

・利用度や緊急

度に応じた計画

的な維持修繕や

建て替えを進め

る。 

・個別施設計画

で定める施設管

理方針を毎年度

見直しする。 

・施設管理方針の見

直し 

毎年度の見直し 

達成 

学校施設等の計

画的な施設更新

整備 

老朽化の度合

いに応じて維

持修繕や更新

に 取 組 な が

ら、必要な規

模を見極める

必要がある。 

・利用度や緊急

度に応じた計画

的な維持修繕や

建て替えを進め

る。 

・個別施設計画

で定める施設管

理方針を毎年度

見直しする。 

・施設管理方針の見

直し 

毎年度の見直し 

達成 

情報伝達手段の

整備 

広報すみた、

住田テレビ、

全戸配布のチ

ラシ、ホーム

ページ、ＳＮ

Ｓなど多様な

手段に拡大し

ている。 

・まちづくりへ

の参画を促進す

るため、行政情

報を誰もが利用

できるオープン

データの構築を

進める。 

 

・オープンデータの

構築 

未構築→構築 

 

 

 

 

 

達成 

 

 

 

 

 

 

 



老朽化した地

域情報基盤施

設の更新が控

えている。 

 

・中長期的な更

新計画のもと

で、安定した施

設の維持管理を

進める。 

・施設管理方針の見

直し 

毎年度の見直し 

達成 

避難所の備蓄・

設備強化 

避難所の備蓄

を増やし、バ

リアフリー化

を進め、避難

しやすい環境

を強化してい

く 必 要 が あ

る。 

・主食、副食、飲

料水等の備蓄品

を計画的に購入

し、適正管理を

行っていく。 

・避難所の設備

整備の整備を行

っていく。 

・食料、飲料水等備蓄

購入計画により購入 

・設備環境の整備 

整備方針により整備 

・通信環境整備 

０施設→６施設 

達成 

 

達成 

 

達成 

簡易水道施設の

適切な管理 

老朽化の度合

いに応じて維

持修繕や更新

に 取 組 な が

ら、必要な規

模を見極める

必要がある。 

・中長期的な経

営方針のもとで

安定した事業運

営を進める。 

・施設管理方針の見

直し 

毎年度の見直し 

達成 

消防・救急体制

の強化 

消防庁が定め

る消防力の整

備指針に対し

消防水利が不

足している。

また、少子高

齢化及び就労

形態の多様化

に伴い消防団

員が減少傾向

にある。 

・医療機関等を

含めた、消防・救

急・救助の体制

整備を図る。 

・消防署住田分

署及び消防屯所

等の適切な維持

管理を継続的に

行う。 

・消防団員確保

を継続的に行

う。 

・消防団設備の更新、 

整備       

車両の計画的な更新 

屯所の建替え 

・消防水利充足率 

70.8%→74.3％ 

達成 

 

 

 

累積値 

下水道施設の適

切な管理 

老朽化の度合

いに応じて維

持修繕や更新

に 取 組 な が

ら、必要な規

模を見極める

必要がある。 

・中長期的な経

営方針のもとで

安定した事業運

営を進める。 

・施設管理方針の見

直し 

毎年度の見直し 

達成 

庁舎の機能強化 庁舎の適切な

維持管理に努

・適切な維持管

理を行う。 

・防災行政無線同報

系親局設備更新 

達成 



め る と と も

に、災害拠点

としての機能

強化を図る必

要がある。 

・情報収集・発

信手段の多様化

への対応など災

害拠点としての

機能強化を図

る。 

未更新→更新 

 

 

施策 現状 手段 指標 

現状（R2末時点）→

目標値（R6 末時点） 

備考 

空き家対策の

推進 

人口減少によ

り空き家の増

加が懸念され

る。 

・住まいを必要

とする方に斡旋

する取組みを進

めるとともに、

適正な管理が行

われていないも

のは防災、衛生、

景観などの生活

環境に影響を及

ぼさないよう対

策を講じる。 

・空き家を活用した

住宅斡旋数  

３棟→５棟以上 

累積値 

 

 

施策 現状 手段 指標 

現状（R2末時点）→

目標値（R6 末時点） 

備考 

保健・医療・福

祉の連携強化 

人口が減少す

る本町におい

て医療機関の

新規解消が厳

しい状況にあ

る。 

・医療だけでな

く、福祉や介護

の領域とも連携

した環境づくり

を進める。 

・関係機関総参加訓

練の実施 

未実施→１回/年 

最終値 

 

 

施策 現状 手段 指標 

現状（R2末時点）→

目標値（R6 末時点） 

備考 

農畜産物の安

定生産 

農家数が減少

し遊休農地が

増加する一方

・農地の維持管

理や農作業の受

委託、農業機械

・農業産出額 

49 億円（R 元推計値）

→53 億円/年以上 

最終値 



で、農業産出額

は畜産の増加

により全体と

して増加傾向

にある。 

の所有管理、鳥

獣害対策などを

集落や会社法人

などの集団化を

図り、農業経営

を効率化する取

組みを進める。 

 

 

施策 現状 手段 指標 

現状（R2末時点）→

目標値（R6 末時点） 

備考 

道路・橋梁の計

画的な管理 

路面や橋りょ

うなどの老朽

化などに伴う

維持修繕で緊

急を要するも

のについて町

内事業者とも

連携して速や

かに対処する

必要がある。 

・危険度や利用

度などから優先

順位を判断し計

画的に進める。 

 

・町道の整備不良に

起因する事故件数 

０件→０件 

・橋りょう長寿命化

修繕計画更新 

未更新→更新 

最終値 

 

 

達成 

県管理河川改

修の促進 

台風や大雨な

どの水害から

町民の生命と

財産を守るた

め、河川の計画

的整備が必要

とされている。 

・危険性の高い

気仙川への堤防

等整備の早期完

了を関係機関に

要望する。 

・基幹河川整備進捗

率 

気仙川 66.4%→96.5% 

大股川 63.7%→100% 

 

累積値 

防災マップの

活用 

現在配布済み

の防災マップ

は平成 28 年に

作成したもの

であり、作成か

ら５年が経過

している。その

間、県において

土砂災害警戒

区域や浸水想

定区域等の見

直しが行われ

・防災マップを

更新し、再度全

戸配布する。 

・防災マップを

活用し、適切な

土地利用の誘導

を行うととも

に、地域の危険

箇所を事前に周

知し、地域にお

ける避難訓練等

を通じて災害に

・防災マップ更新部

数 

未更新→2,500 部 

最終値 



ており、既存の

防災マップと

乖離が進んで

いる。 

備える。 

除雪体制の強

化 

事業者のオペ

レーター不足

が懸念される。 

・住民の協力も

視野に入れ、体

制を維持する。 

・除雪機械稼働数維

持 

14 台→14 台 

最終値 

道路や橋梁の

計画的整備及

び改修 

町道の認定や

改良について

計画的に進め

る必要がある。 

・住民の日常生

活の利便性や産

業振興の展望な

ど、総合的な見

地から優先順位

を判断し進め

る。 

・道路改良率 

56.4％→56.5％ 

累積値 

 

施策 現状 手段 指標 

現状（R2末時点）→

目標値（R6 末時点） 

備考 

防災マップの

活用 

－ － － 再掲の

ため省

略（１）

第５ 

消防・救急体制

の強化 

－ － － 再掲の

ため省

略（１）

第１ 

 

 

施策 現状 手段 指標 

現状（R2末時点）→

目標値（R6 末時点） 

備考 

公共施設の管

理 

－ － － 再掲の

ため省

略（１）

第１ 

学校施設等の

計画的な施設

更新整備 

－ － － 再掲の

ため省

略（１）

第１ 



道路・橋梁の計

画的な管理 

 

－ － － 再掲の

ため省

略（１）

第５ 

上水道施設の

適切な管理 

－ － － 再掲の

ため省

略（１）

第１ 

道路や橋梁の

計画的整備及

び改修 

－ － － 再掲の

ため省

略（１）

第５ 

下水道施設の

適切な管理 

－ － － 再掲の

ため省

略（１）

第１ 

 

 

施策 現状 手段 指標 

現状（R2末時点）→

目標値（R6 末時点） 

備考 

空き家対策の

推進 

－ － － 再掲の

ため省

略（１）

第２ 

移住促進と関

係人口拡大 

合併した年を

ピークに人口

は一貫して減

少しています

が、「2040 年に

4,000 人」を目

標としており、

20 代前半及び

15～49 歳女性

の人口増加に

重点的に取り

組む必要があ

る。 

・移住者が地域

コミュニティに

円滑に溶け込め

るような環境づ

くりを進める。 

・地域や地域の

人々と多様に関

わる人々である

関係人口の拡大

と、その方々と

住民、特に若者

や女性の交流機

会の創出を進め

る。 

・住民基本台帳人口 

5,179 人→4,927 人 

最終値 

 

 



 

施策 現状 手段 指標 

現状（R2末時点）→

目標値（R6 末時点） 

備考 

地域防災力の

強化 

住民個々の意

識啓発と、自主

防災組織を中

心とした避難

所の点検や防

災福祉マップ

の作成など地

域ぐるみの防

災体制を強化

する必要があ

る。 

・適切な情報提

供とともに住民

団体の取組みに

対し支援を行

い、平時からの

防火意識や防災

意識の向上を図

る。 

・建物火災発生件数 

０件→０件 

・災害による死者数 

０人→０人 

最終値 

移住促進と関

係人口拡大 

－ － － 再掲の

ため省

略（２）

第３ 

 

 

施策 現状 手段 指標 

現状（R2末時点）→

目標値（R6 末時点） 

備考 

除雪体制の強

化 

－ － － 再掲の

ため省

略（１）

第５ 

地域防災力の

強化 

－ － － 再掲の

ため省

略（２）

第４ 

 

 

 

 

 

 



    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


